
評価書（個票）
	事務・事業名
	児童のための集団施設（こどもの国）の設置・運営及び附帯業務
	担当課

　　（担当課長）
	雇用均等・児童家庭局
育成環境課
(育成環境課長 杉上春彦)

	根拠法令等
	こどもの国協会の解散及び事業の承継に関する法律（昭和55年法律第91号）第１条
	類　型
	その他

	
	
	指定等の形態
	指定

	事務・事業の
概要
	○事務・事業創設時の趣旨
　こどもの国は、皇太子殿下（現在の天皇陛下）のご成婚を記念する事業の一つとして、昭和35年度の中央児童福祉審議会の答申に基づき、国が、児童健全育成のための中央施設として建設し、昭和40年度に開園した児童厚生施設である。

また、社会福祉法人こどもの国協会は、当該施設を経営するための法人として設立されたものである。
　※昭和56年４月に、特殊法人こどもの国協会より事業を承継。

○事務・事業の概要
　児童福祉法（昭和22年法律第164号）第40条に規定する児童厚生施設を経営する事業のうち、次に掲げるものを専ら行い、もって心身ともに健やかな児童の育成に寄与することを目的とする。
(1)  児童のための遊戯施設、教養施設、生活訓練施設その他児童の健康を増進し、又はその情操を豊かにするための諸施設が総合的に整備された集団施設を設置し、及び運営すること。

(2)  (1)に規定する集団施設の設置及び運営に附帯する事業



	事務・事業の
目的
	　こどもの国を設置・経営することにより、心身ともに健やかな児童の育成に寄与することを目的とする。

	
	関連する
政策目標
	－

	
	関連する
業績指標
	－

	
	指標の
目標値等
	－

	法人の指定等
の状況
	別紙のとおり。

	指定・登録等の基準に対する

よくあるお問い合わせと回答
	特になし。

	料金等・積算根拠
	別紙のとおり。

	事務・事業の実績
	○年間入園者数（平成２２年度実績）：778,985人（前年度比　＋2,238人）
○事業収入（平成２２年度実績）：715,237千円
　（内訳）入園料収入277,596千円
利用料収入363,117千円

販売収入74,524千円

	国からの補助金等
	○補助金・委託費等（平成２２年度予算額）：
児童育成事業費補助金（こどもの国施設整備費）734,252千円
  内容：こどもの国の園内の老朽か所について、利用する子どもの安全確保や利便性の向上等のための改修を実施するための費用を補助するもの。
　　　　当該補助は、「こどもの国協会の解散及び事業の承継に関する法律」に係る附帯決議において、政府が払うべき努力として、「こどもの国に対し、指定法人による事業の承継後も、児童の健全育成にふさわしい環境が保たれるよう必要な助成を行い、その整備発展に配慮すること。」と規定されたことを踏まえたものである。

	事務・事業の見直し状況（これまでの検証）
	●「国からの指定等に基づき特定の事務・事業を実施する法人に係る規制の新設審査及び国の関与等の透明化・合理化のための基準」（平成１８年８月１５日閣議決定）に基づき、事務・事業の定期的検証を行っているところである。
これまでに行った見直しとしては、指定・登録等の基準、指定・登録等を受けた法人に係る事項等をインターネットで公開した。
●こどもの国の老朽か所の改修に係る国庫補助（こどもの国施設整備費）の削減
　　こどもの国施設整備費について、平成24年度予算において削減を行っている。
　　〔こどもの国施設整備費〕

24年度予算額：273,310千円（23年度予算額：565,678千円）

	事務・事業の必要性等・有効性
	●事務・事業の必要性

　こどもの国は、昭和４０年の開園以来、子どもたちに緑と太陽、きれいな空気に満ちた広大な遊びの場を与え、子どもの能力と体力の開発、健康の増進、情操を豊かにすることに資する形で運営がなされており、実施の必要性は高い。
●事務・事業の妥当性
児童厚生施設であるこどもの国の運営に当たっては、低廉な入園料（平成５年４月から据え置き）での利用が可能であり、かつ、近年は入園者数が増加傾向にある。
●事務・事業の有効性
上記のとおり、こどもの国については、事業の必要性が認められることから、有効な事業である。

	事務・事業の執行体制の妥当性
	○指定等を行う妥当性

　こどもの国の設置・経営は、開園当初は特殊法人こどもの国協会が実施していたが、施設設置の経緯や、安定的な運営体制の確保、さらにはこどもの国の経営が社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２条第３項第２号に基づく「児童厚生施設を経営する事業」に該当すること等を踏まえて、設置・経営主体としては社会福祉法人が適当であるとの判断に基づき、「こどもの国協会の解散及び事業の承継に関する法律」により、社会福祉法人であるこどもの国協会が指定を受けているところであり、妥当である。
○事務・事業実施主体の適格性

●指定等の基準の妥当性・実施主体としての指定等法人の適格性
こどもの国協会の指定は、「こどもの国協会の解散及び事業の承継に関する法律」に基づきなされており、基準として妥当である。


	評価結果の総括

（現状分析（事務・事業の評価）と今後の方向性）
	指定法人であるこどもの国協会が実施する、こどもの国の設置・経営は、事業内容、事業の必要性・有効性、事業の執行体制等のいずれの観点からも適切である。
なお、今後も「国からの指定等に基づき特定の事務・事業を実施する法人に係る規制の新設審査及び国の関与等の透明化・合理化のための基準」に基づき、事務・事業の定期的な検証を行っていくこととする。

	備考
	


別紙
合計１法人

　・社会福祉法人　（１法人）
	法人名
	指定等の時期
	連絡先（ＴＥＬ）
	料金等・積算根拠

	社会福祉法人（１法人）

	こどもの国協会
	昭和56年３月23日
	045-961-2111
	特になし












